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の雇用制度も設けられている（白井 2008; 山脇 2009）。
　韓国における2012年末の15歳以上人口は4185万人で経済活動人口は2514万
人（市場参加率60.1％）（Statistics Korea 2013）である。外国人労働者は EPS に
表 1　韓国の出身国別外国人労働者数
（人）
国　籍 総  数 構成比（％） 合　法 不　法
合計 593,134 100 540,449 52,685
フィリピン 31,146  5.3 24,566 6,580
モンゴル 12,378  2.1 9,029 3,349
中国 314,270  53 299,309 14,961
　　（うち韓国系） 292,925 49.4 284,677 8,248
スリランカ 19,409  3.3 18,166 1,243
ベトナム 66,359 11.2 56,292 10,067
タイ 24,302  4.1 21,101 3,201
インドネシア 27,579  4.6 22,885 4,694
ウズベキスタン 20,721  3.5 19,023 1,698
パキスタン 5,584  0.9 4,321 1,263
カンボジア 10,215  1.7 9,355 860
バングラデシュ 8,716  1.5 6,672 2,044
キルギス 1,204  0.2 1,082 122
ネパール 10,299  1.7 9,307 992
ミャンマー 4,642  0.8 4,098 544
ティモール 517  0.1 480 37
日本 1,610  0.3 1,610 0
アメリカ 14,255  2.4 14,177 78
カナダ 4,823  0.8 4,801 22
ロシア 2,843  0.5 2,678 165
英国 2,789  0.5 2,781 8
オーストラリア 733  0.1 728 5
ニュージーランド 639  0.1 636 3


















総計 593,134 540,449 52,685
専門的業種［専門的人材］ 46,500 43,439 3,061
　短期就業（C-4） 1,452 1,228 224
　大学教授等（E-1） 2,401 2,397 4
　外国語指導（E-2） 22,627 22,509 118
　研究（E-3） 2,398 2,388 10
　技術指導（E-4） 208 204 4
　専門職業（E-5） 619 597 22
　芸術興行（E-6） 4,509 2,963 1,546
　特定活動（E-7） 12,286 11,153 1,133
非専門的［単純機能］ 546,634 497,010 49,624
　非専門就業（E-9） 239,784 196,493 43,291
　船員就業（E-10） 8,589 6,024 2,565
　訪問就業（H-2） 298,261 294,493 3,768

















～2005 2005 2006 2007 2008 2009 2010
2011
（1－10月）
合計 7,095 60,473 79,199 118,772 180,669 100,668 63,714 84,530
一般雇用
許可
小計 3,167 31,659 28,976 33,687 75,024 63,323 40,457 46,946
製造業 3,124 31,115 28,182 30,181 65,871 55,351 33,545 38,277
建設 － 84 42 740 3,326 4,296 2,498 2,203
農業・畜産 43 419 700 2,298 4,482 2,324 3,153 4,542
サービス － 41 52 48 48 54 53 103
漁業 － － － 420 1,297 1,298 1,208 1,821
特別雇用
許可
小計 3,928 28,814 50,223 85,085 105,645 37,345 23,257 37,595
製造業 － － 9,426 16,040 18,419 11,483 12,321 18,536
建設 2,514 18,072 20,804 11,943 16,371 2,546 107 5,554
農業・畜産 － － 559 905 1,438 312 223 527
サービス 1,414 10,742 19,422 55,882 69,048 22,942 10,536 12,851





















































修等については産業人力公団（Human Resource Development Service: HRD 
Korea），国際労働財団によって行われる。他方，相手国側でも担当機関が指
定されており，出国前に本国での研修が行われる。また，他の資格要件につ












































































































































































































































































































































めた専門的業務。当局は ⑻ から ⑾ について，割当国と割当数を定めるこ

















れる（第52条）。⑻ から ⑽ の職種については，入国は出国から 1日が経過
した後とされるが，就労は 9 年を超えることができない（同 4項）。
　雇用許可の有効期間中，外国人労働者は使用者を 2回またはそれ以上変更
することができる（第53条）⑽。⑴ から ⑺ の職種に雇用されている外国人















































員会（Cabinet Committee on Foreign Worker）がある。
⑵　雇用法による規律
　外国人労働者の労働条件に関する規定は，1955年雇用法（Employment Act 
1955: Act 265. 最終改正2012年 4 月30日）のなかにおさめられている。1998年改




























































の外国人労働者数は2011年の 8 万4800人から2011年の 7万400人へと減少し
た。2012年には全労働者に占める外国人（建設，外国人家事労働者を除く）の

































労働者の抑制を打ち出している（Government of Singapore 2013，42）。
⑵　外国労働力雇用法
　シンガポールの外国人雇用は，①1990年に制定された外国労働力雇用法
（Employment of Foreign Manpower Act: Chapter 91A）のほか，②移民法







Foreign Manpower (Work Passes) Regulations 2012）（以下，外国労働力規則）第 2
条によれば，就労パスには，（a）労働許可（work permit）（研修就労許可を含
む），（b）S パス，（c）雇用パス（employment pass）（研修雇用パスを含む），（d）
個人雇用パス（personalised employment pass），（e）入国パス（entre pass），（f）
ワークホリデーパス（work holiday pass），（g）その他就労パス（miscellaneous 
work pass）および（h）同意書（letter of consent）に分かれる。
　専門性・スキルが高い職種については，（c）雇用パス，（d）個人雇用パス，






略の一部として，「外国人労働力のシェアを 3 分の 1 で維持することによっ
て長期的に外国人労働力に依存することを回避し，シンガポール人が多様か
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つ競争力ある労働力の中核にあることを確保する」（Ministry of Manpower 
2011）という方針から，外国人労働力の流入をコントロールするため，①
2010年 7 月からは雇用パスおよび S パスについて，資格基準の引き上げ，
②雇用税を段階的に引き上げ（2013年 7 月まで），③製造業およびサービス業
における外国人の雇用上限の引き下げ（2012年），といった措置をとった




















































生のための移住取り決め」（Immigration Arrangement for Non-local Graduates: 
IANG）⒇，中国本土居住者で IANG に該当しない者を対象とする「本土有資




用スキーム（Supplementary Labour Scheme: SLS）に基づく「輸入労働者」
（Imported Worker）である。
図 6　香港の外国人家内ヘルパー数の推移
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っている（Census and Statistics Department 2012）。外国人雇用についてみると，
2011年の一般雇用政策（GEP）のもとで受け入れられた外国人は 3万557人
（Information Service Department 2012）にのぼる一方，SLS に基づく労働者数
は2003人にとどまる（Labour Department 2012）。香港における外国人雇用の

































allowable wage: MAW）が法定されている。現行は3920香港ドル（2012年 9 月適
用）である（Immigration Department 2012）。MAW は，労工福祉局（Labour and 
Welfare Bureau）によって改定される。




















たとえば，タイ移住労働者組合（Thai Migrant Workers Union）ではタイ政府の
支援を受けて会員向けの研修を組織するなどの活動を行っている。
　香港における移住労働者の権利保護のためのプラットフォームとしては労




権保障の強化を図る動きが強まり，1991年権利章典条例（Bill of Rights 
Ordinance）の制定を皮切りに，1997年以降は性差別条例（Sex Discrimination 
Ordinance），障害差別（Disability Discrimination Ordinance），家族的地位差別条





















































































































て，たとえば，宣（2002; 2006）; 白井（2007; 2008; 2010）; 申（2007）がある。
⑵　ウズベキスタンとの MOU は2012年12月に更新。
⑶　在外朝鮮族の支援を行っている NGO である MDRI (Migration & Diaspora 










Governing the Issuance of Visas in Foreign Passports）によって規律されてお
り，①外交査証（外交簽證 : diplomatic visa），②公用査証（禮遇簽證 : courtesy 
visa），③短期滞在査証（停留簽證 visitor visa），④在留査証（居留簽證 : resi-
























パス（transit pass），（e）学生パス（student’s pass），（f）特別パス（a special 






tal Investment Entrant Scheme）がある。基準投資額は1000万香港ドル（2010
年以前は650万香港ドル）とされ，2011年には 1万9984件の申請があった（In-












住した者は居住権（right to abode）を申請することができる（Immigration De-
partment 2012）。
　より高度な人材を求めるため2006年から開始された高質移民受け入れスキ





tion Service Department 2012）。
　2011年に受け入れ外国人の数は GEP が 3万557人，IANG が 1万5359人，
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